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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】分極抵抗成分の大きい放置による劣化が生じた
電池についても、劣化度を正確に得る。
【解決手段】充電時における閉回路電圧および充電電流
と、閉回路電圧測定後に充電制御スイッチをＯＦＦした
後、第１の待機時間が経過した時点での第１の開回路電
圧と、第１の待機時間よりも長い第２の待機時間が経過
した時点での第２の開回路電圧とを測定し、閉回路電圧
と第１の開回路電圧との電圧差と、充電電流とを基に直
流抵抗成分を算出し、第１の開回路電圧と第２の開回路
電圧との電圧差と、充電電流とを基に分極抵抗成分を算
出し、直流抵抗成分と、分極抵抗成分との和から、初期
の内部抵抗を減算して劣化度を算出する。充電時に閉回
路電圧が定格電圧以上となった場合に充電制御スイッチ
をＯＦＦし、第１の待機時間が経過した時点での第１の
開回路電圧と、第１の待機時間よりも長い第２の待機時
間が経過した時点での第２の開回路電圧とを測定するこ
とが好ましい。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１または複数の二次電池と、
　上記二次電池に対する充電電流をＯＮ／ＯＦＦする充電制御スイッチと、
　上記二次電池に対する放電電流をＯＮ／ＯＦＦする放電制御スイッチと、
　充電電流および放電電流を検出するための電流検出素子と、
　上記二次電池の電圧を測定する電圧測定部と、
　上記充電制御スイッチおよび上記放電制御スイッチを制御する制御部と、
　上記二次電池の初期の内部抵抗を記憶する記憶部と
を備え、
　上記制御部は、
　充電時における閉回路電圧および充電電流と、閉回路電圧測定直後に上記充電制御スイ
ッチをＯＦＦした後、第１の待機時間が経過した時点での第１の開回路電圧と、第１の待
機時間よりも長い第２の待機時間が経過した時点での第２の開回路電圧とを測定し、
　上記閉回路電圧と上記第１の開回路電圧との電圧差と、上記充電電流とを基に直流抵抗
成分を算出し、
　上記第１の開回路電圧と上記第２の開回路電圧との電圧差と、上記充電電流とを基に分
極抵抗成分を算出し、
　上記直流抵抗成分と、上記分極抵抗成分との和から、上記初期の内部抵抗を減算して劣
化度を算出する
電池パック。
【請求項２】
　上記制御部が、
　上記充電時における閉回路電圧が上記二次電池の定格電圧以上となった場合に、上記充
電制御スイッチをＯＦＦし、第１の待機時間が経過した時点での第１の開回路電圧と、第
１の待機時間よりも長い第２の待機時間が経過した時点での第２の開回路電圧とを測定す
る
請求項１に記載の電池パック。
【請求項３】
　上記第１の待機時間が２秒以内である
請求項２に記載の電池パック。
【請求項４】
　上記第２の待機時間が５秒以上である
請求項３に記載の電池パック。
【請求項５】
　上記制御部が、上記劣化度を｛（上記直流抵抗成分＋上記分極抵抗成分－上記初期の内
部抵抗）／上記初期の内部抵抗｝から算出する
請求項４に記載の電池パック。
【請求項６】
　上記制御部が、上記劣化度を｛（上記直流抵抗成分＋補正係数×上記分極抵抗成分－上
記初期の内部抵抗）／上記初期の内部抵抗｝から算出し、
　上記補正係数が、サイクルにより劣化した二次電池の第１の満充電容量と、該サイクル
により劣化した二次電池と同等の直流抵抗である、放置により劣化した二次電池の第２の
満充電容量とを基に、｛（第１の満充電容量－第２の満充電容量）／第１の満充電容量｝
から算出されたものである
請求項５に記載の電池パック。
【請求項７】
　上記劣化度を用いて満充電容量を算出し、上記記憶部に記憶する
請求項６に記載の電池パック。
【請求項８】
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　充電時における閉回路電圧および充電電流と、充電電流を遮断してから第１の待機時間
が経過した時点での第１の開回路電圧と、第１の待機時間よりも長い第２の待機時間が経
過した時点での第２の開回路電圧とを測定し、
　上記閉回路電圧と上記第１の開回路電圧との電圧差と、上記充電電流とを基に直流抵抗
成分を算出し、
　上記第１の開回路電圧と上記第２の開回路電圧との電圧差と、上記充電電流とを基に分
極抵抗成分を算出し、
　上記直流抵抗成分と、上記分極抵抗成分との和から、上記初期の内部抵抗を減算して劣
化度を算出する
電池の劣化度の算出方法。
【請求項９】
　上記充電時における閉回路電圧が上記二次電池の定格電圧以上となった場合に、上記充
電制御スイッチをＯＦＦし、第１の待機時間が経過した時点での第１の開回路電圧と、第
１の待機時間よりも長い第２の待機時間が経過した時点での第２の開回路電圧とを測定す
る
請求項８に記載の電池の劣化度の算出方法。
【請求項１０】
　上記第１の待機時間が２秒以内である
請求項９に記載の電池の劣化度の算出方法。
【請求項１１】
　上記第２の待機時間が５秒以上である
請求項１０に記載の電池の劣化度の算出方法。
【請求項１２】
　上記劣化度を｛（上記直流抵抗成分＋上記分極抵抗成分－上記初期の内部抵抗）／上記
初期の内部抵抗｝から算出する
請求項１１に記載の電池の劣化度の算出方法。
【請求項１３】
　上記劣化度を｛（上記直流抵抗成分＋補正係数×上記分極抵抗成分－上記初期の内部抵
抗）／上記初期の内部抵抗｝から算出し、
　上記補正係数が、サイクルにより劣化した二次電池の第１の満充電容量と、該サイクル
により劣化した二次電池と同等の直流抵抗である、放置により劣化した二次電池の第２の
満充電容量とを基に、｛（第１の満充電容量－第２の満充電容量）／第１の満充電容量｝
から算出されたものである
請求項１２に記載の電池の劣化度の算出方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電池パックおよび電池の劣化度検出方法に関し、特に、劣化が進んだ電池
の劣化度をより正確に検出することができる電池パックおよび電池の劣化度検出方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ノート型パーソナルコンピュータや携帯電話、ＰＤＡ（Personal Digital Assis
tant）などの携帯型電子機器、車載用や電動工具などの高出力型機器では、その電源とし
て、リチウムイオン二次電池を用いた電池パックが広く使用されている。リチウムイオン
二次電池は、軽量、高容量、残容量検出の容易さ、サイクル寿命の長さといった利点を有
する。
【０００３】
　電池パックは消耗品であり、使用回数が増えたり、長期間放置することによって内部に
収容した二次電池が劣化するにしたがって満充電状態から放電しきるまでの使用可能時間
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が短くなってしまう。このため、使用や放置により変化する電池の使用可能時間や電池容
量を正確に検出し、電子機器において残容量表示を表示する必要がある。一般的に、電子
機器では、電池パックもしくは内蔵電池の残容量を表示画面やランプ等でユーザに知らせ
るようにしている。実際の残容量と検出された残容量（ユーザに通知される残容量）との
差が大きい場合、電子機器の使用時に突然電子機器の電源が切断されるという問題や、満
充電状態となっていないのにも関わらず満充電と判断され、充電量が少なくなるという問
題が生じかねない。
【０００４】
　従来、二次電池の内部抵抗を測定する際に、閉回路電圧（ＣＣＶ；Closed Circuit Vol
tage）と開回路電圧（ＯＣＶ；Open Circuit Voltage）との電圧差と、閉回路状態での電
流値とから直流抵抗を求める方法が知られている。
【０００５】
　例えば、二次電池に対する充電をＯＮ／ＯＦＦするためのスイッチによって充電のＯＮ
／ＯＦＦが１０回以上繰り返された後に、電池の充電をＯＦＦした状態で開放電圧を測定
する。そして、この開回路電圧と、予め測定された閉回路電圧および充電電流値とにより
、二次電池の劣化度を算出する構成が下記の特許文献１に記載されている。
【０００６】
　下記の特許文献２のような方法も提案されている。すなわち、突入電流が流れている期
間に周期的に測定される放電電流と放電電流に対応する端子電圧とから電池の純抵抗値を
求める。また、放電電流と端子電圧とから電池の分極による抵抗値を求め、純抵抗値と分
極による抵抗値とを用いて劣化度を求めるようにすることも行われている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－４１２８０号公報
【特許文献２】特許３９３０７７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上述の特許文献１に記載の発明は、二次電池の直流抵抗成分は測定して
いるが、分極抵抗成分を考慮していない。このため、分極抵抗成分が大きくなる劣化モー
ドの場合には正確に劣化状態を求めることが出来なかった。
【０００９】
　また、上述の特許文献２に記載の発明は、ピーク値から定常値まで単調減少する突入電
流が流れている数ｍＳｅｃという短い期間に放電電流及び端子電圧を周期的に測定しなけ
ればならない。このため、変換時間が高速なＡ／Ｄ変換器を使用しなければならず、装置
が高価となる問題があった。例えば、一般的なバッテリーパックに搭載されているＡ／Ｄ
変換器の電流測定周期は数十～数百ｍＳｅｃ単位であり使用することができない。また、
突入電流が流れるような使用をされない場合、例えばノートパソコン等で充放電を繰り返
すような使用をされる場合には、特許文献２の方法では抵抗値を測定することが出来なか
った。
【００１０】
　したがって、この発明は、分極抵抗成分が大きくなる劣化が進んだ電池等の劣化度をよ
り正確に検出することができる電池パックおよび電池の劣化度検出方法を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　課題を解決するために、第１の発明は、１または複数の二次電池と、
　二次電池に対する充電電流をＯＮ／ＯＦＦする充電制御スイッチと、
　二次電池に対する放電電流をＯＮ／ＯＦＦする放電制御スイッチと、
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　充電電流および放電電流を検出するための電流検出素子と、
　二次電池の電圧を測定する電圧測定部と、
　充電制御スイッチおよび放電制御スイッチを制御する制御部と、
　二次電池の初期の内部抵抗を記憶する記憶部と
を備え、
　制御部は、
　充電時における閉回路電圧および充電電流と、閉回路電圧測定直後に充電制御スイッチ
をＯＦＦした後、第１の待機時間が経過した時点での第１の開回路電圧と、第１の待機時
間よりも長い第２の待機時間が経過した時点での第２の開回路電圧とを測定し、
　閉回路電圧と第１の開回路電圧との電圧差と、充電電流とを基に直流抵抗成分を算出し
、
　第１の開回路電圧と第２の開回路電圧との電圧差と、充電電流とを基に分極抵抗成分を
算出し、
　直流抵抗成分と、分極抵抗成分との和から、初期の内部抵抗を減算して劣化度を算出す
る
電池パックである。
【００１２】
　第２の発明は、充電時における閉回路電圧および充電電流と、充電電流を遮断してから
第１の待機時間が経過した時点での第１の開回路電圧と、第１の待機時間よりも長い第２
の待機時間が経過した時点での第２の開回路電圧とを測定し、
　閉回路電圧と第１の開回路電圧との電圧差と、充電電流とを基に直流抵抗成分を算出し
、
　第１の開回路電圧と第２の開回路電圧との電圧差と、充電電流とを基に分極抵抗成分を
算出し、
　直流抵抗成分と、分極抵抗成分との和から、初期の内部抵抗を減算して劣化度を算出す
る
電池の劣化度の算出方法である。
【００１３】
　この発明では、充電電流停止直後に開回路電圧を測定して得た直流抵抗成分と充電電流
停止後しばらくしてから開回路電圧を測定して得た分極抵抗成分の双方を用いて電池の劣
化度を算出する。このとき、充電時における閉回路電圧の測定を、二次電池の最大電池電
圧＞二次電池の定格電圧である時に行うことが好ましい。また、充電電流停止直後の開回
路電圧の測定は充電電流を遮断してから２秒以内に行うことが好ましく、充電電流停止後
しばらくしてからの開回路電圧の測定は、充電電流を遮断してから５秒以上経過後に行う
ことが好ましい。この様な構成により、劣化した電池の抵抗成分を正確に検出することが
できる。
【発明の効果】
【００１４】
　この発明によれば、直流抵抗成分とともに充電電流停止後しばらくしてから測定して得
た分極抵抗成分を用いて劣化度を算出するため、直流抵抗成分が同じでも劣化度の異なる
電池に対して、正確に劣化度の検出を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】異なるサイクル数の電池の充電波形と、直流抵抗成分が同等のサイクル劣化電池
と放置劣化電池の充電波形を示すグラフである。
【図２】この発明の電池パックの回路構成の一例を示す回路図である。
【図３】この発明の劣化度の算出方法を示すフローチャートである。
【図４】この発明の電池パックに収容する二次電池の一構成例を示す構成図である。
【図５】この発明の電池パックに収容する二次電池の一構成例を示す構成図である。
【図６】この発明の電池パックの一構成例を示す構成図である。
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【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、発明を実施するための最良の形態（以下、実施の形態とする）について説明する
。
【００１７】
（１）サイクル劣化した電池と放置劣化した電池について
　以下、電池の充放電サイクルが進むにつれて生じる劣化をサイクル劣化、電池を長期間
放置することによって生じる劣化を放置劣化と適宜称する。以下、サイクル劣化した電池
と放置劣化した電池との特性の違いについて説明する。
【００１８】
　図１Ａでは、充放電を１００サイクル行った電池の充電波形を破線で、充放電を３００
サイクル行った電池の充電波形を実線で示す。なお、波線および実線で示される充電波形
において、閉回路状態から開回路状態への遷移時に生じる急激な電圧降下は、それぞれ１
００サイクル劣化時の直流抵抗成分および３００サイクル劣化時の直流抵抗成分によるも
のである。また、図１Ｂでは、充放電を３００サイクル行った電池の充電波形を実線で、
充放電を３００サイクル行った電池と直流抵抗成分による電圧降下がほぼ同等の放置劣化
した電池の充電波形を点線で示す。
【００１９】
　なお、図１Ａおよび図１Ｂの充電波形は、下記のようにして求められる。
【００２０】
　まず、二次電池を作製した。
【００２１】
［正極の作製］
正極活物質としてコバルト酸リチウム（ＬｉＣｏＯ2）を９６重量％と、導電剤としてケ
ッチェンブラックを１重量％と、結着剤としてポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）３重量
％とを混合して正極合剤を調整した。次に、Ｎ－メチル－２－ピロリドン中に正極合剤を
分散させて正極合剤スラリーとした。そして、この正極合剤スラリーをアルミニウム（Ａ
ｌ）箔からなる正極集電体上に均一に塗布して乾燥させ、ローラープレスにより一定圧力
で圧縮成型することにより、帯状の正極を作製した。
【００２２】
［負極の作製］
　負極活物質としてグラファイトを９４重量％と、結着剤としてポリフッ化ビニリデン（
ＰＶｄＦ）６重量％とを混合して負極合剤を調整した。次に、Ｎ－メチル－２－ピロリド
ン中に負極合剤を分散させて負極合剤スラリーとした。そして、この負極合剤スラリーを
銅（Ｃｕ）箔からなる負極集電体上に均一に塗布して乾燥させ、一定圧力で圧縮成型する
ことにより、帯状の負極を作製した。
【００２３】
［二次電池の組み立て］
　上述のようにして作製した帯状の正極と帯状の負極とを、厚さ２０μｍを有する微多孔
性ポリエチレンフィルムからなるセパレータを介して積層して巻回し、渦巻型の巻回電極
体を作製した。次に、この巻回電極体の上下両面に絶縁板を配設し、ニッケルメッキを施
した鉄製の電池缶に収納した。そして、アルミニウム製の正極リードを正極集電体から導
出して電池蓋に溶接し、ニッケル製の負極リードを負極集電体から導出して電池缶に溶接
した。
【００２４】
　次に、電池缶の中にエチレンカーボネート（ＥＣ）とジメチルカーボネート（ＤＭＣ）
を体積比１：１で混合した溶液に六フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）を１ｍｏｌ／ｌ
となるように調整した電解液を注入した。次に、アスファルトで表面を塗布したガスケッ
トを介して電池缶をかしめることにより、電流遮断機構を有する安全弁機構、熱感抵抗素
子ならびに電池蓋を固定して電池内の機密性を保持させ、直径１８ｍｍ、高さ６５ｍｍで
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ある円筒型のリチウムイオン二次電池を作製した。
【００２５】
　このようにして作製した電池から、充放電を１００サイクル行った電池と、充放電を３
００サイクル行った電池と、満充電状態で高温下にて放置し直流抵抗値が３００サイクル
経過品と同程度になるまで劣化させた電池とを作成した。
【００２６】
［充電波形の測定］
　これらの電池に対してそれぞれ充電を行った。その際、電池電圧＞４．０Ｖ、充電電流
＞１．０Ａの条件が成立した時点で充電電流の停止を行い、電池電圧の波形を測定した。
【００２７】
　図１Ａのように、サイクル数が異なる電池の場合、充電電流を遮断した時点での電圧降
下、すなわち電池の直流抵抗が、サイクル数が大きいほど大きくなる。一方、充電電流停
止後に所定時間が経過するとさらに電圧が降下するものの、電圧の降下度合いはサイクル
劣化度が異なってもほぼ同等である。すなわち、直流抵抗成分にはサイクル劣化度合いが
影響している。
【００２８】
　一方、図１Ｂに示すように、サイクル劣化電池と放置劣化電池では、直流抵抗成分をほ
ぼ同等とした場合であっても充電電流停止後に所定時間が経過した際の電圧降下に大きな
差が生じる。したがって、直流抵抗成分のみを基にして電池の劣化度を算出した場合、サ
イクル劣化電池と放置劣化電池との劣化度が同等となってしまう。このため、実際の満充
電容量が異なっているのにも関わらず、劣化度を用いて算出した満充電容量が同等となっ
てしまう。
【００２９】
　したがって、この発明では、直流抵抗成分と、充電電流停止後に大きな電圧降下を生じ
させる分極抵抗成分との双方から劣化度を算出し、より正確に劣化度が得られるようにし
た。以下、この発明の電池パックおよび電池の劣化検出方法について説明する。
【００３０】
（２）電池パックの構成
（２－１）電池パックの回路構成
　図２は、この発明の実施の一形態による電池パックの回路構成例を示すブロック図であ
る。電池パックは、組電池１、充電制御ＦＥＴ（Field Effect Transistor）２ａと、放
電制御ＦＥＴ３ａを備えるスイッチ部４、保護回路５、ヒューズ６、電流検出抵抗７、温
度検出素子８ａ，８ｂ、識別抵抗９、制御部としてのＣＰＵ（Central Processing Unit
）１０を備えている。
【００３１】
　また、電池パックは、正極端子２１および負極端子２２を備え、充電時には正極端子２
１および負極端子２２がそれぞれ充電器の正極端子、負極端子に接続され、充電が行われ
る。また、電子機器使用時には、正極端子２１および負極端子２２がそれぞれ電子機器の
正極端子、負極端子に接続され、放電が行われる。
【００３２】
　なお、組電池１および組電池１の近傍に配置される温度検出素子８ａ以外の各部品は、
回路基板２７上にまとめて配置される
【００３３】
　組電池１は、複数の二次電池１ａを直列および／または並列に接続してなる。この二次
電池１ａは例えばリチウムイオン二次電池である。なお、図２では、６つの二次電池１ａ
が、２並列３直列（２Ｐ３Ｓ）に接続された場合が例として示されている。
【００３４】
　スイッチ部４は、充電制御ＦＥＴ２ａおよび寄生ダイオード２ｂ、ならびに放電制御Ｆ
ＥＴ３ａおよび寄生ダイオード３ｂを備え、ＣＰＵ１０によって制御される。充電制御Ｆ
ＥＴ２ａおよび放電制御ＦＥＴ３ａのそれぞれのドレイン・ソース間には、寄生ダイオー
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ド２ｂおよび３ｂが存在する。寄生ダイオード２ｂは、正極端子２１から組電池１の方向
に流れる充電電流に対して逆方向で、負極端子２２から組電池１の方向に流れる放電電流
に対して順方向の極性を有する。寄生ダイオード３ｂは、充電電流に対して順方向で、放
電電流に対して逆方向の極性を有する。
【００３５】
　充電制御ＦＥＴ２ａは、電池電圧が過充電検出電圧となった場合にＯＦＦされて、組電
池１の電流経路に充電電流が流れないようにＣＰＵ１０によって制御される。なお、充電
制御ＦＥＴ２ａのＯＦＦ後は、寄生ダイオード３ａを介することによって放電のみが可能
となる。また、充電時に大電流が流れた場合にＯＦＦされて、組電池１の電流経路に流れ
る充電電流を遮断するように、ＣＰＵ１０によって制御される。
【００３６】
　放電制御ＦＥＴ２ｂは、電池電圧が過放電検出電圧となった場合にＯＦＦされて、組電
池１の電流経路に放電電流が流れないようにＣＰＵ１０によって制御される。なお、放電
制御ＦＥＴ２ｂのＯＦＦ後は、寄生ダイオード３ｂを介することによって充電のみが可能
となる。また、放電時に大電流が流れた場合にＯＦＦされて、組電池１の電流経路に流れ
る放電電流を遮断するように、ＣＰＵ１０によって制御される。
【００３７】
　保護回路５は、組電池１およびそれを構成する各二次電池１ａの電圧を測定し、その測
定電圧が所定電圧を越える場合には、ヒューズ６を溶断する。保護回路５は、ＣＰＵ１０
の制御を受けずにヒューズ６の溶断を行う。このため、ＣＰＵ１０で何らかの問題が生じ
、所定電圧以上となっても充電制御ＦＥＴ２ａの制御が行われない場合であっても、電流
を遮断することができる。
【００３８】
　温度検出素子８ａは例えばサーミスタであり、複数の二次電池１ａの近傍に設けられ、
組電池１の温度を測定して測定温度をＣＰＵ１０に供給する。温度検出素子８ｂは例えば
サーミスタであり、電池パック内部の温度を測定し、この測定温度を接続端子２５を介し
て電池パックが接続された電子機器に供給する。
【００３９】
　識別抵抗９は、電池パックに接続された電子機器が接続端子２６を介して電池パック種
類の識別や、電池パックと機器との接続可否を判別するためのものである。
【００４０】
　ＣＰＵ１０は、一例として、電圧測定部１１と、マルチプレクサ（ＭＰＸ）１２と、電
流測定部１３と、ＦＥＴ制御部１４と、演算部１５と、タイマ１６と、メモリ１７と温度
測定部１８とを備えている。ＣＰＵ１０は、図示しないＲＯＭ（Read Only Memory）に予
め格納されたプログラムに従い、図示しないＲＡＭ（Random Access Memory）をワークメ
モリとして各部を制御する。
【００４１】
　電圧測定部１１は、組電池１およびそれを構成する各二次電池１ａの電圧を測定し、こ
の測定電圧をＡ／Ｄ変換して、ＦＥＴ制御部１４および演算部１５に供給する。このとき
、どの二次電池の電圧を測定するかを、マルチプレクサ（ＭＰＸ）１２によって選択する
。電流測定部１３は、電流検出抵抗７を用いて電流を測定し、この測定電流をＦＥＴ制御
部１４および演算部１５に供給するＣＰＵ２に供給する。
【００４２】
　ＦＥＴ制御部１４は、電圧測定部１１および電流測定部１３から入力された電圧および
電流を基に、スイッチ部４の充電制御ＦＥＴ２ａおよび放電制御ＦＥＴ３ａを制御する。
ＦＥＴ制御部１４は、二次電池１ａのいずれかの電圧が過充電検出電圧もしくは過放電検
出電圧以下になったとき、また、大電流が急激に流れたときに、スイッチ部４に制御信号
を送ることにより、過充電および過放電、過電流充放電を防止する。ここで、リチウムイ
オン二次電池の場合、過充電検出電圧が例えば４．２０Ｖ±０．０５Ｖと定められ、過放
電検出電圧が例えば２．４Ｖ±０．１Ｖと定められる。
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【００４３】
　ＦＥＴ制御部１４は、充電制御ＦＥＴ２ａおよび放電制御ＦＥＴ３ａのそれぞれのゲー
トに対して、制御信号ＤＯおよびＣＯをそれぞれ供給する。通常の充電動作および放電動
作では、制御信号ＣＯを論理“Ｌ”レベル（以下、ローレベルと適宜称する）として放電
制御ＦＥＴ３ａをＯＮ状態とする。また、制御信号ＤＯをローレベルとして充電制御ＦＥ
Ｔ２ａをＯＮ状態とする。図２において、充電制御ＦＥＴ２ａおよび放電制御ＦＥＴ３ａ
はＰチャンネル型であるので、ソース電位より所定値以上低いゲート電位によってＯＮす
る。すなわち、通常の充電および放電動作では、制御信号ＣＯおよびＤＯをローレベルと
し、充電制御ＦＥＴ２ａおよび放電制御ＦＥＴ３ａをＯＮ状態とする。そして、例えば過
充電もしくは過放電の際には、制御信号ＣＯおよびＤＯをハイレベルとし、充電制御ＦＥ
Ｔ２ａおよび放電制御ＦＥＴ３ａをＯＦＦ状態とする。
【００４４】
　演算部１５は、タイマ１６により計測された所定の時間において、電圧測定部１１およ
び電流測定部１３で測定され入力された電圧および電流を基に、電池の劣化度を算出する
。なお、演算部１５における劣化度の算出については後述する。
【００４５】
　メモリ１７は、例えば不揮発性メモリであるＥＥＰＲＯＭ（Electrically Erasable an
d Programmable Read Only Memory）等からなる。メモリ１７では、演算部１５で演算さ
れた数値や、製造工程の段階で測定された各二次電池１ａの初期状態における電池の内部
抵抗値などが予め記憶されている。また、二次電池１ａの満充電容量を記憶し、例えばサ
イクル毎に算出される最新の劣化度をもとに得た満充電容量を更新することができる。
【００４６】
　温度測定部１８では、温度検出素子８ａを用いて温度を測定し、異常発熱時に充放電制
御を行ったり、残容量の算出における補正を行う。
【００４７】
（２－２）劣化度の検出方法
　この発明における劣化度の検出方法について説明する。なお、劣化度の演算は、ＣＰＵ
１０の演算部１５で行われる。なお、以下、図３のフローチャートを用いて説明する。図
３のフローチャートは、充電時に充電制御ＦＥＴ２ａをＯＮからＯＦＦに切り替えて劣化
状態を求めるものである。
【００４８】
　まず、ステップＳＴ１に示すように、充電時において二次電池１ａの閉回路電圧ＣＣＶ
および充電電流Ｉを測定する。このとき、ＣＰＵ１０では、マルチプレクサ１２により各
二次電池１ａを選択し、電圧測定部１１においてそれぞれの二次電池１ａの電圧を測定す
る。充電電流は、電流検出抵抗７を用いて電流測定部１３において求める。また、必要に
応じて温度検出素子８ａにより組電池１（二次電池１ａ）の温度Ｔを測定する。ステップ
ＳＴ１における閉回路電圧ＣＣＶおよび充電電流Ｉの測定は、所定時間毎に行う。ここで
、閉回路電圧ＣＣＶの測定は、二次電池１ａの満充電検出時の様に、電池の状態が一定に
なるような状況で行うことが好ましい。
【００４９】
　次に、ステップＳＴ２において、ステップＳＴ１で測定した閉回路電圧ＣＣＶが所定の
閾値ＣＣＶｃｈｇよりも大きく、かつ充電電流Ｉが所定の閾値Ｉｃｈｇよりも大きいか否
かを判断する。ステップＳＴ２において閉回路電圧ＣＣＶ＞ＣＣＶｃｈｇかつ充電電流Ｉ
＞Ｉｃｈｇの条件を満たさない場合には、再度ステップＳＴ１に戻って所定時間毎に閉回
路電圧ＣＣＶおよび充電電流Ｉの測定を行う。これは、充電電流Ｉが小さい場合、閉回路
電圧ＣＣＶと開回路電圧ＯＣＶとの電圧差が小さくなり、測定の精度が確保できないこと
による。したがって、充電電流Ｉは０．１ＣｍＡ以上であることが望ましい。また、閉回
路電圧ＣＣＶが低い場合、開回路電圧ＯＣＶ測定時の電圧降下量のバラツキが大きくなり
安定して測定できないことによる。そして、二次電池の残容量が少ない状態では、内部抵
抗値が大きくなる為、安定した測定が出来ない。したがって、閉回路電圧ＣＣＶが平均作
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ることが好ましい。
【００５０】
　そして、劣化度の算出に用いる閉回路電圧ＣＣＶの測定時の電圧条件は一定であること
が好ましい。例えば、初回に所定の閾値ＣＣＶｃｈｇを３．７Ｖとし、２回目に所定の閾
値ＣＣＶｃｈｇを４．２Ｖで行うような制御は、測定条件の安定性の観点から好ましくな
い。初回の閾値ＣＣＶｃｈｇが３．７Ｖであれば２回目以降も閾値ＣＣＶｃｈｇを３．７
Ｖ、初回の閾値ＣＣＶｃｈｇが４．２Ｖであれば２回目以降の閾値ＣＣＶｃｈｇも４．２
Ｖで測定すると良い。また、上述のように、二次電池の残容量が少ない状態では、内部抵
抗値が大きくなる為、安定した測定が出来ない。そこで、劣化度の検出に採用する閉回路
電圧ＣＣＶの測定を平均作動電圧（定格電圧）以上、すなわち二次電池の電池電圧＞二次
電池の定格電圧＝閾値ＣＣＶｃｈｇの場合に測定されたものとすることにより、安定した
測定結果を得ることができる。
【００５１】
　ステップＳＴ２において閉回路電圧ＣＣＶ＞ＣＣＶｃｈｇかつ充電電流Ｉ＞Ｉｃｈｇの
条件を満たす場合には、処理がステップＳＴ３に移行する。ステップＳＴ３において、Ｃ
ＰＵ１０はスイッチ部４を制御して充電制御ＦＥＴ２ａをＯＦＦする制御信号を充電制御
ＦＥＴ２ａに対して出力する。
【００５２】
　続いて、ステップＳＴ４において、タイマのカウントを開始する。
【００５３】
　ステップＳＴ５において、タイマのカウント値がカウント直後の待機時間を経過したか
否かが判断される。ステップＳＴ５において、ＣＰＵ１０は電流停止直後の開回路電圧Ｏ
ＣＶ１を測定するまでの時間を待機する。ＯＣＶ１は直流抵抗成分であるので電流停止直
後の測定が望ましく、待機時間Ｔ１は２秒以内とすることが好ましい。電流停止直後に電
圧測定を行わない場合、測定した電圧降下量に分極成分の影響が含まれてしまう。分極成
分の影響を可能な限り排除するためには、ハードウェアの電圧測定速度の可能な範囲で、
待機時間Ｔ１を短時間とすることが好ましい。ステップＳＴ５において、タイマのカウン
ト値が待機時間を経過していないと判断された場合には、引き続きタイマのカウントを継
続する。ステップＳＴ５において、タイマのカウント値が待機時間を経過したと判断され
た場合には、処理がステップＳＴ６に移る。
【００５４】
　ステップＳＴ６では、開回路電圧ＯＣＶ１を測定する。このとき、開回路電圧ＯＣＶ１
の測定は、マルチプレクサ１２によりそれぞれの二次電池１ａを選択して、電圧測定部１
１で各二次電池の電圧を測定する。
【００５５】
　ステップＳＴ７では、タイマのカウント値がステップＳＴ５におけるカウント直後の待
機時間よりも長い所定の待機時間を経過したか否かが判断される。ステップＳＴ７におい
て、ＣＰＵ１０は開回路電圧ＯＣＶ２を測定するまでの時間を待機する。開回路電圧ＯＣ
Ｖ２は電流停止後、電池電圧に分極抵抗成分が現れる時点の測定が望ましく、待機時間Ｔ
２は５秒以上とすることが好ましく、測定の安定性を考慮すると１０秒以上とすることが
より好ましい。
【００５６】
　待機時間の検討のために、下記の表１に、充電電流停止後のセル電圧の変化を測定した
結果の一例を示す。
【００５７】
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【００５８】
　表１から分かるように、二次電池は、充電停止後０～１秒が経過する間に急激に電圧が
降下し、充電停止後２～４秒の間に電圧が徐々に降下し、充電停止後４秒以降は電圧が安
定していることが判る。待機時間Ｔ１は、電圧に分極成分が現れる前に測定することが望
ましいので、２秒以内に設定することが望ましい。待機時間Ｔ１はできるだけ短い時間に
設定すると良いが、充電停止後２秒の時点であれば、充電停止後１秒の時点での測定結果
と測定値が大きく異ならないので、待機時間Ｔ１を２秒に設定しても問題ない。
【００５９】
　待機時間Ｔ２は、表１の測定結果より、電圧が安定する４秒以降が好ましく、マージン
を考慮し５秒以上とすることがより好ましい。また、分極抵抗成分は徐々に二次電池の電
圧に現れるため、待機時間Ｔ２は可能な限り長い時間を設定することが好ましい。しかし
ながら、実際の使用環境では充電中に本願のような閉回路電圧ＣＣＶ、開回路電圧ＯＣＶ
１およびＯＣＶ２の測定を行った場合、満充電までの充電時間が長くなる問題が発生する
。このため、待機時間Ｔ２は１０秒～６０秒程度に設定することが好ましい。また、満充
電検出時に本願の測定を行う場合は、満充電までの充電時間を考慮する必要がないので１
０分～１時間程度の設定とすることが出来る。
【００６０】
　ステップＳＴ７において、タイマのカウント値が所定の待機時間を経過していないと判
断された場合には、引き続きタイマのカウントを継続する。ステップＳＴ７において、タ
イマのカウント値が所定の待機時間を経過したと判断された場合には、処理がステップＳ
Ｔ８に移る。
【００６１】
　ステップＳＴ８では、開回路電圧ＯＣＶ２を測定する。このとき、開回路電圧ＯＣＶ２
の測定は、マルチプレクサ１２によりそれぞれの二次電池１ａを選択して、電圧測定部１
１で各二次電池の電圧を測定する。
【００６２】
　続いて、ステップＳＴ９では、演算部１５において閉回路電圧ＣＣＶと開回路電圧ＯＣ
Ｖ１との差分ΔＶ１を算出する。ΔＶ１は下記の式（１）より求められる。
　　ΔＶ１＝ＣＣＶ－ＯＣＶ１　・・・　式（１）
【００６３】
　ステップＳＴ１０では、演算部１５において閉回路電圧ＣＣＶと開回路電圧ＯＣＶ２と
の差分ΔＶ２を算出する。ΔＶ２は下記の式（２）より求められる。
　　ΔＶ２＝ＣＣＶ－ＯＣＶ２　・・・　式（２）
【００６４】
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　さらに、ステップＳＴ１１では、演算部１５において二次電池１ａの劣化度を求める。
劣化度は例えば式（３）により求められる。
　　劣化度＝（ΔＶ１／Ｉ＋α（ΔＶ２－ΔＶ１）／Ｉ－Ｒｉｎｉ）／Ｒｉｎｉ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・　式（３）
　例えば、劣化した電池パックの閉会路電圧ＣＣＶと開回路電圧ＯＣＶ１、開回路電圧Ｏ
ＣＶ２を測定した結果、ＣＣＶ＝４．００Ｖ、ＯＣＶ１＝３．８０Ｖ、ＯＣＶ２＝３．７
２Ｖ、Ｉ＝２．０Ａ、予め測定したパラメータが、α＝０．５、Ｒｉｎｉ＝０．０７であ
ったとすると、劣化度は下記となる。
劣化度＝（０．２０／２．０＋０．５×０．０８／２．０－０．０７）／０．０７
　　　≒０．７１
　ここでの劣化度は、初期の劣化状態を０とした、セルが劣化すると共に増大する指数で
ある。
【００６５】
　ここで、Ｒｉｎｉは、二次電池１ａの工場出荷時の内部抵抗値であり、この値は例えば
メモリ１７に予め記憶されている。また、補正係数αは分極抵抗成分の補正係数であり、
予め求めた値がメモリに記憶されている。補正係数の値は、例えば、直流内部抵抗値が同
等になるまでサイクル劣化させた電池パックと放置劣化させた電池パックの満充電容量か
ら式（４）を用いて求めることが出来る。
　　補正係数α＝（サイクル劣化品満充電容量－放置劣化品満充電容量）／サイクル劣化
品満充電容量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・　式（４）
　補正係数αは、直流抵抗成分の上昇率に対する放電容量の減少率と、分極抵抗成分の上
昇率に対する放電容量の減少率が異なる為に必要な補正係数である。この補正係数は、セ
ルの構成によって異なるので、使用するセルの特性に合せて設定すると良い。
【００６６】
　なお、式（３）は、
（ｉ）充電制御ＦＥＴ２ａをＯＦＦした直後の電圧降下分に対応する直流抵抗成分
と、
（ii）充電制御ＦＥＴ２ａをＯＦＦしてから所定時間経過した時点での、充電制御ＦＥＴ
２ａＯＦＦ直後からの電圧降下分に対応する分極抵抗成分に所定の補正係数αを乗じたも
の
との合計から、
（iii）工場出荷時点での内部抵抗
を引き、工場出荷時点での内部抵抗を基に劣化度として算出したものである。
【００６７】
　劣化度は０以上１以下の数値で表され、劣化が進むにしたがって大きい値となる。例え
ば、初期状態での満充電容量と算出した劣化度とを乗算することにより、劣化によって失
った電池容量を算出することができる。
【００６８】
　劣化度と満充電容量は反比例関係にあるので、ＣＰＵ１０は、算出した劣化度に基づき
メモリ１７に記憶された満充電容量を更新することができる。この際、温度検出素子８ａ
により測定された温度Ｔに基づき劣化度を補正し、この算出した劣化度に基づきメモリ１
１に記憶された満充電容量を更新するようにしてもよい。
【００６９】
　なお、上述の劣化度算出の一例では、閉回路電圧ＣＣＶと開回路電圧ＯＣＶ１およびＯ
ＣＶ２の測定をそれぞれ１回のみ行ったが、測定をそれぞれ複数回行い、測定値を平均化
した上で劣化度を算出しても良い。
【００７０】
　また、ＣＰＵ１０は、算出した劣化度を通信端子２３および通信端子２４を介して電池
パックと接続された電子機器に供給し、劣化度が供給された電子機器が、その電子機器に
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備えられた液晶表示装置などの表示部に劣化度を表示するようにしてもよい。
【００７１】
（３）電池パックの構成
　このような電池パックは、例えば下記のような構成とされる。
【００７２】
（３－１）二次電池の構成
　以下、この発明の一実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００７３】
　図４は、この発明の一実施形態による二次電池の断面構造を示す。この電池は、例えば
リチウムイオン二次電池である。
【００７４】
　図４に示すように、この二次電池は、いわゆる円筒型といわれるものであり、ほぼ中空
円柱状の電池缶３１の内部に、帯状の正極４１と帯状の負極４２とがセパレータ４３を介
して巻回された巻回電極体４０を有している。電池缶３１は、例えばニッケル（Ｎｉ）の
めっきがされた鉄（Ｆｅ）により構成されており、一端部が閉鎖され他端部が開放されて
いる。電池缶３１の内部には、巻回電極体４０を挟むように巻回周面に対して垂直に一対
の絶縁板３２、３３がそれぞれ配置されている。
【００７５】
　電池缶３１の開放端部には、電池蓋３４と、この電池蓋３４の内側に設けられた安全弁
機構３５および熱感抵抗素子（Positive Temperature Coefficient；ＰＴＣ素子）３６と
が、ガスケット３７を介してかしめられることにより取り付けられており、電池缶３１の
内部は密閉されている。電池蓋３４は、例えば、電池缶３１と同様の材料により構成され
ている。
【００７６】
　安全弁機構３５は、熱感抵抗素子３６を介して電池蓋３４と電気的に接続されており、
内部短絡あるいは外部からの加熱などにより電池の内圧が一定以上となった場合にディス
ク板３５Ａが反転して電池蓋３４と巻回電極体４０との電気的接続を切断するようになっ
ている。熱感抵抗素子３６は、温度が上昇すると抵抗値の増大により電流を制限し、大電
流による異常な発熱を防止するものである。ガスケット３７は、例えば、絶縁材料により
構成されており、表面にはアスファルトが塗布されている。
【００７７】
　巻回電極体４０は、例えば、センターピン４４を中心に巻回されている。巻回電極体４
０の正極４１にはアルミニウム（Ａｌ）などよりなる正極リード４５が接続されており、
負極４２にはニッケル（Ｎｉ）などよりなる負極リード４６が接続されている。正極リー
ド４５は安全弁機構３５に溶接されることにより電池蓋３４と電気的に接続されており、
負極リード４６は電池缶３１に溶接され電気的に接続されている。
【００７８】
　図５は図４に示した巻回電極体４０の一部を拡大して表すものである。
【００７９】
［正極］
正極４１は、例えば、正極集電体４１Ａと、正極集電体４１Ａの両面に設けられた正極活
物質層４１Ｂとを有している。なお、正極集電体４１Ａの片面のみに正極活物質層４１Ｂ
が存在する領域を有するようにしてもよい。正極集電体４１Ａは、例えば、アルミニウム
（Ａｌ）箔などの金属箔により構成されている。
【００８０】
　正極活物質層４１Ｂは、例えば、正極活物質と、繊維状炭素やカーボンブラック等の導
電剤と、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）等の結着剤とを含む。正極活物質としては、
正極活物質は、電極反応物質であるリチウムを吸蔵および放出することが可能であり、そ
の反応電位が対リチウムで例えば３～４．５Ｖにある正極材料のいずれか１種または２種
以上を含んでいる。このような正極材料としては、例えば、リチウムを含む複合酸化物が
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挙げられる。具体的には、リチウムと遷移金属との複合酸化物として、層状構造を有する
コバルト酸リチウム（ＬｉＣｏＯ2）、ニッケル酸リチウム（ＬｉＮｉＯ2）あるいはこれ
らを含む固溶体（ＬｉＮｉxＣｏyＭｎzＯ2；式中、ｘ、ｙおよびｚの値はそれぞれ０＜ｘ
＜１，０＜ｙ＜１，０＜ｚ＜１，ｘ＋ｙ＋ｚ＝１である。）を用いることができる。
【００８１】
　そして、正極材料として、スピネル構造を有するマンガン酸リチウム（ＬｉＭｎ2Ｏ4）
あるいはその固溶体（Ｌｉ（Ｍｎ2-vＮｉv）Ｏ4；式中、ｖの値はｖ＜２である。）など
を用いることもできる。さらに、正極材料として、例えば、オリビン構造を有するリン酸
鉄リチウム（ＬｉＦｅＰＯ4）などのリン酸化合物を用いることもできる。高いエネルギ
ー密度が得られるからである。なお、正極材料は、上述の材料の他、例えば、酸化チタン
、酸化バナジウムあるいは二酸化マンガンなどの酸化物や、二硫化鉄、二硫化チタンある
いは硫化モリブデンなどの二硫化物や、硫黄や、ポリアニリンあるいはポリチオフェンな
どの導電性高分子であってもよい。
【００８２】
　導電剤としては、正極活物質に適量混合して導電性を付与できるものであれば特に制限
はないが、例えばカーボンブラックあるいはグラファイトなどの炭素材料等が用いられる
。結着剤としては、通常この種の電池の正極合剤に用いられている公知の結着剤を用いる
ことができるが、好ましくはポリフッ化ビニル（ＰＶＦ）、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶ
ｄＦ）、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）等のフッ素系樹脂が用いられる。
【００８３】
［負極］
　負極４２は、例えば、負極集電体４２Ａと、負極集電体４２Ａの両面に設けられた負極
活物質層４２Ｂとを有している。なお、負極集電体４２Ａの片面のみに負極活物質層４２
Ｂが存在する領域を有するようにしてもよい。負極集電体４２Ａは、例えば銅（Ｃｕ）箔
などの金属箔により構成されている。
【００８４】
　負極活物質層４２Ｂは、例えば、負極活物質を含んでおり、必要に応じて導電剤、結着
剤あるいは粘度調整剤などの充電に寄与しない他の材料を含んでいてもよい。導電剤とし
ては、黒鉛繊維、金属繊維あるいは金属粉末などが挙げられる。結着剤としては、ポリフ
ッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）などのフッ素系高分子化合物、またはスチレンブタジエンゴ
ム（ＳＢＲ）あるいはエチレンプロピレンジエンゴム（ＥＰＤＲ）などの合成ゴムなどが
挙げられる。
【００８５】
　負極活物質としては、対リチウム金属２．０Ｖ以下の電位で電気化学的にリチウム（Ｌ
ｉ）を吸蔵および放出することが可能な負極材料のいずれか１種または２種以上を含んで
構成されている。
【００８６】
　リチウム（Ｌｉ）を吸蔵および放出することが可能な負極材料としては、例えば、炭素
材料、金属化合物、酸化物、硫化物、ＬｉＮ3などのリチウム窒化物、リチウム金属、リ
チウムと合金を形成する金属、あるいは高分子材料などが挙げられる。
【００８７】
　炭素材料としては、例えば、難黒鉛化性炭素、易黒鉛化性炭素、黒鉛、熱分解炭素類、
コークス類、ガラス状炭素類、有機高分子化合物焼成体、炭素繊維あるいは活性炭が挙げ
られる。このうち、コークス類には、ピッチコークス、ニードルコークスあるいは石油コ
ークスなどがある。有機高分子化合物焼成体というのは、フェノール樹脂やフラン樹脂な
どの高分子材料を適当な温度で焼成して炭素化したものをいい、一部には難黒鉛化性炭素
または易黒鉛化性炭素に分類されるものもある。また、高分子材料としてはポリアセチレ
ンあるいはポリピロールなどが挙げられる。
【００８８】
　このようなリチウム（Ｌｉ）を吸蔵および離脱可能な負極材料のなかでも、充放電電位
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が比較的リチウム金属に近いものが好ましい。負極４２の充放電電位が低いほど電池の高
エネルギー密度化が容易となるからである。なかでも炭素材料は、充放電時に生じる結晶
構造の変化が非常に少なく、高い充放電容量を得ることができると共に、良好なサイクル
特性を得ることができるので好ましい。特に黒鉛は、電気化学当量が大きく、高いエネル
ギー密度を得ることができるので好ましい。また、難黒鉛化性炭素は、優れたサイクル特
性を得ることができるので好ましい。
【００８９】
　リチウム（Ｌｉ）を吸蔵および離脱可能な負極材料としては、また、リチウム金属単体
、リチウム（Ｌｉ）と合金を形成可能な金属元素あるいは半金属元素の単体、合金または
化合物が挙げられる。これらは高いエネルギー密度を得ることができるので好ましく、特
に、炭素材料と共に用いるようにすれば、高エネルギー密度を得ることができると共に、
優れたサイクル特性を得ることができるのでより好ましい。なお、本明細書において、合
金には２種以上の金属元素からなるものに加えて、１種以上の金属元素と１種以上の半金
属元素とからなるものも含める。その組織には固溶体、共晶（共融混合物）、金属間化合
物あるいはそれらのうち２種以上が共存するものがある。
【００９０】
　このような金属元素あるいは半金属元素としては、例えば、スズ（Ｓｎ）、鉛（Ｐｂ）
、アルミニウム（Ａｌ）、インジウム（Ｉｎ）、ケイ素（Ｓｉ）、亜鉛（Ｚｎ）、アンチ
モン（Ｓｂ）、ビスマス（Ｂｉ）、カドミウム（Ｃｄ）、マグネシウム（Ｍｇ）、ホウ素
（Ｂ）、ガリウム（Ｇａ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）、ヒ素（Ａｓ）、銀（Ａｇ）、ジルコ
ニウム（Ｚｒ）、イットリウム（Ｙ）またはハフニウム（Ｈｆ）が挙げられる。これらの
合金あるいは化合物としては、例えば、化学式ＭａfＭｂgＬｉh、あるいは化学式ＭａsＭ
ｃtＭｄuで表されるものが挙げられる。これら化学式において、Ｍａはリチウムと合金を
形成可能な金属元素および半金属元素のうちの少なくとも１種を表し、Ｍｂはリチウムお
よびＭａ以外の金属元素および半金属元素のうちの少なくとも１種を表し、Ｍｃは非金属
元素の少なくとも１種を表し、ＭｄはＭａ以外の金属元素および半金属元素のうちの少な
くとも１種を表す。また、ｆ、ｇ、ｈ、ｓ、ｔおよびｕの値はそれぞれｆ＞０、ｇ≧０、
ｈ≧０、ｓ＞０、ｔ＞０、ｕ≧０である。
【００９１】
　なかでも、短周期型周期表における４Ｂ族の金属元素あるいは半金属元素の単体、合金
または化合物が好ましく、特に好ましいのはケイ素（Ｓｉ）あるいはスズ（Ｓｎ）、また
はこれらの合金あるいは化合物である。これらは結晶質のものでもアモルファスのもので
もよい。
【００９２】
　リチウムを吸蔵・放出可能な負極材料としては、さらに、酸化物、硫化物、あるいはＬ
ｉＮ3などのリチウム窒化物などの他の金属化合物が挙げられる。酸化物としては、Ｍｎ
Ｏ2、Ｖ2Ｏ5、Ｖ6Ｏ13、ＮｉＳ、ＭｏＳなどが挙げられる。その他、比較的電位が卑でリ
チウムを吸蔵および放出することが可能な酸化物として、例えば酸化鉄、酸化ルテニウム
、酸化モリブデン、酸化タングステン、酸化チタン、酸化スズなどが挙げられる。硫化物
としてはＮｉＳ、ＭｏＳなどが挙げられる。
【００９３】
［セパレータ］
　セパレータ４３としては、例えば、ポリエチレン多孔質フィルム、ポリプロピレン多孔
質フィルム、合成樹脂製不織布などを用いることができる。セパレータ４３には、液状の
電解質である非水電解液が含浸されている。
【００９４】
［非水電解液］
　非水電解液は、液状の溶媒、例えば有機溶媒などの非水溶媒と、この非水溶媒に溶解さ
れた電解質塩とを含むものである。
【００９５】
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　非水溶媒は、例えば、エチレンカーボネート（ＥＣ）およびプロピレンカーボネート（
ＰＣ）などの環状炭酸エステルのうちの少なくとも１種を含んでいることが好ましい。サ
イクル特性を向上させることができるからである。特に、エチレンカーボネート（ＥＣ）
と、プロピレンカーボネート（ＰＣ）とを混合して含むようにすれば、よりサイクル特性
を向上させることができるので好ましい。
【００９６】
　非水溶媒は、また、ジエチルカーボネート（ＤＥＣ）、ジメチルカーボネート（ＤＭＣ
）、エチルメチルカーボネート（ＥＭＣ）あるいはメチルプロピルカーボネート（ＭＰＣ
）などの鎖状炭酸エステルのうちの少なくとも１種を含んでいることが好ましい。サイク
ル特性をより向上させることができるからである。
【００９７】
　非水溶媒は、さらに、ブチレンカーボネート、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクト
ン、これら化合物の水素基の一部または全部をフッ素基で置換したもの、１，２－ジメト
キシエタン、テトラヒドロフラン、２－メチルテトラヒドロフラン、１，３－ジオキソラ
ン、４－メチル－１，３－ジオキソラン、酢酸メチル、プロピオン酸メチル、アセトニト
リル、グルタロニトリル、アジポニトリル、メトキシアセトニトリル、３－メトキシプロ
ピロニトリル、Ｎ，Ｎ－ジメチルフォルムアミド、Ｎ－メチルピロリジノン、Ｎ－メチル
オキサゾリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルイミダゾリジノン、ニトロメタン、ニトロエタン、
スルホラン、ジメチルスルフォキシドあるいはリン酸トリメチルなどのいずれか１種また
は２種以上を含んでいてもよい。
【００９８】
　組み合わせる電極によっては、上記非水溶媒群に含まれる物質の水素原子の一部または
全部をフッ素原子で置換したものを用いることにより、電極反応の可逆性が向上する場合
がある。したがって、これらの物質を適宜用いることも可能である。
【００９９】
　電解質塩としては、リチウム塩を用いることができる。リチウム塩としては、例えば、
リチウム塩としては、例えば六フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）、四フッ化ホウ酸リ
チウム（ＬｉＢＦ4）、六フッ化ヒ酸リチウム（ＬｉＡｓＦ6）、六フッ化アンチモン酸リ
チウム（ＬｉＳｂＦ6）、過塩素酸リチウム（ＬｉＣｌＯ4）、四塩化アルミニウム酸リチ
ウム（ＬｉＡｌＣｌ4）などの無機リチウム塩や、トリフルオロメタンスルホン酸リチウ
ム（ＬｉＣＦ3ＳＯ3）、リチウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（ＬｉＮ
（ＣＦ3ＳＯ2）2）、リチウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド（ＬｉＮ
（Ｃ2Ｆ5ＳＯ2）2）、およびリチウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）メチド（
ＬｉＣ（ＣＦ3ＳＯ2）3）などのパーフルオロアルカンスルホン酸誘導体などが挙げられ
、これらを１種単独でまたは２種以上を組み合わせて使用することも可能である。中でも
、六フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）は、高いイオン伝導性を得ることができると共
に、サイクル特性を向上させることができるので好ましい。
【０１００】
　一方、非水電解液の変わりに固体電解質を用いるようにしてもよい。固体電解質として
は、リチウムイオン導電性を有する材料であれば無機固体電解質および高分子固体電解質
のいずれも用いることができる。無機固体電解質としては、窒化リチウム（Ｌｉ3Ｎ）、
よう化リチウム（ＬｉＩ）等が挙げられる。高分子固体電解質は電解質塩と、電解質塩を
溶解する高分子化合物とからなり、その高分子化合物はポリ（エチレンオキサイド）や同
架橋体などのエーテル系高分子、ポリ（メタクリレート）エステル系、アクリレート系な
どを単独あるいは分子中に共重合、または混合して用いることができる。
【０１０１】
　さらに、ゲル状電解質を用いてもよい。ゲル状電解質のマトリクスポリマとしては、上
述の非水電解液を吸収してゲル化するものであれば種々の高分子が利用できる。たとえば
ポリビニリデンフルオロライドや、ビニリデンフルオロライドとヘキサフルオロプロピレ
ンとの共重合体などのフッ素系高分子、ポリエチレンオキサイドや同架橋体などのエーテ
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ル系高分子、またポリアクリロニトリルなどを使用できる。特に酸化還元安定性から、フ
ッ素系高分子を用いることが望ましい。電解質塩を含有させることによりイオン導電性を
賦与する。
【０１０２】
　このような非水電解質電池は、上限充電電圧を４．２５Ｖ以上４．８０Ｖ以下、下限放
電電圧を２．００Ｖ以上３．３０Ｖ以下として用いることにより、よりこの発明の正極活
物質の顕著な効果を得ることができる。
【０１０３】
（３－２）非水電解質二次電池の作製方法
　この二次電池は、例えば以下に説明するようにして製造することができる。
【０１０４】
［正極の製造方法］
　例えば、正極活物質と、導電剤と、結着剤とを混合して正極合剤を調製し、この正極合
剤をＮ－メチルピロリドンなどの溶剤に分散させて正極合剤スラリーとする。続いて、こ
の正極合剤スラリーを正極集電体４１Ａに塗布し溶剤を乾燥させたのち、ロールプレス機
などにより圧縮成型して正極活物質層４１Ｂを形成し、正極４１を作製する。
【０１０５】
［負極の製造方法］
　また、例えば、負極活物質と、結着剤とを混合して負極合剤を調製し、この負極合剤を
Ｎ－メチルピロリドンなどの溶剤に分散させて負極合剤スラリーとする。続いて、この負
極合剤スラリーを負極集電体４２Ａに塗布し溶剤を乾燥させたのち、ロールプレス機など
により圧縮成型して負極活物質層４２Ｂを形成し、負極４２を作製する。
【０１０６】
［非水電解質二次電池の組み立て］
　次いで、正極集電体４１ａに正極リード４５を溶接などにより取り付けるとともに、負
極集電体４２Ａに負極リード４６を溶接などにより取り付ける。そののち、正極４１と負
極４２とをセパレータ４３を介して巻回し、正極リード４５の先端部を安全弁機構３５に
溶接すると共に、負極リード４６の先端部を電池缶３１に溶接して、巻回した正極４１お
よび負極４２を一対の絶縁板３２、３３で挟み電池缶３１の内部に収納する。
【０１０７】
　正極４１および負極４２を電池缶３１の内部に収納したのち、上述した電解液を電池缶
３１の内部に注入し、セパレータ４３に含浸させる。そののち、電池缶３１の開口端部に
電池蓋３４、安全弁機構３５および熱感抵抗素子３６を、ガスケット３７を介してかしめ
ることにより固定する。以上により、図４に示した二次電池１ａを製造できる。
【０１０８】
（３－３）電池パックの構成
　図６に示すように、上述のようにして作製した二次電池１ａを例えば２並列３直列（２
Ｐ３Ｓ）に接続し、回路基板２７と接続する。回路基板２７上には、充電制御ＦＥＴ２ａ
、放電制御ＦＥＴ３ａ、保護回路５、ヒューズ６、電流検出抵抗７、温度検出素子８ｂ、
識別抵抗９、ＣＰＵ１０がマウントされている。また、正極端子２１、負極端子２２、通
信端子２３および通信端子２４、接続端子２５等が回路基板２７に設けられている。
【０１０９】
　１または複数の二次電池１ａと、回路基板２７は、例えば樹脂モールドケースからなる
外装ケース２８に収容される。外装ケースは、例えば下ケース２８ａと上ケース２８ｂと
からなる。下ケース２８ａおよび上ケース２８ｂの少なくとも一方には、正極端子２１、
負極端子２２、通信端子２３および通信端子２４、接続端子２５等の端子類を外部に露出
させるための開口部２９が設けられている。電子機器と接続される際には、開口部２９を
介して外部に露出した各端子と電子機器の接続部とが接触して、充放電および情報の通信
が可能となる。
【０１１０】
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　以上説明したように、この発明は、電池パックの劣化状態を測定する際に、直流抵抗成
分のみではなく分極抵抗成分にも着目した。この発明では、閉回路電圧ＣＣＶを測定した
後、開回路状態に切り替えた際に２つの異なる時間で開回路電圧ＯＣＶ１およびＯＣＶ２
を測定し、閉回路電圧ＣＣＶと開回路電圧ＯＣＶ１およびＯＣＶ２との電圧差を計測する
ことすることを特徴としている。
【０１１１】
　従来の構成では、サイクル劣化させた電池パックと放置劣化させた電池パックの様に、
異なる劣化状態の電池パックの場合であっても、直流抵抗成分が同じ場合には同様の劣化
状態であると判断されてしまった。すなわち、直流抵抗成分の測定のみでは正確な満充電
容量を算出することが出来なかった。この結果、正確な電池残量の算出が出来ず、機器の
電源が突然切断されるなどの問題が発生することがあった。
【０１１２】
　この発明では、直流抵抗成分のみでなく、分極抵抗分の劣化成分を劣化度の算出に用い
て満充電容量を算出するので、二次電池の満充電容量を正確に求めることができる。した
がって、最大限に二次電池の容量を引き出すことが可能となり、従来の構成での問題の発
生を防ぎ、信頼性の高い制御を提供することができる。また、二次電池の残容量が少ない
状態では、内部抵抗値が大きくなる為、安定した測定が出来ない。そこで、閉回路電圧Ｃ
ＣＶの測定を平均作動電圧（定格電圧）以上、すなわち二次電池の最大電池電圧＞二次電
池の定格電圧の場合に行うことにより、安定した測定結果を得ることができる。
【０１１３】
　以上、この発明の実施の形態について具体的に説明したが、この発明は、上述の各実施
の形態に限定されるものではなく、この発明の技術的思想に基づく各種の変形が可能であ
る。
【０１１４】
　例えば、上述の各実施形態において挙げた数値はあくまでも例に過ぎず、必要に応じて
これと異なる数値を用いてもよい。二次電池の種類に応じて電池状態の判定基準が異なる
ため、用いる二次電池に応じて適切な基準値を設定する。
【０１１５】
　また、二次電池１ａとして円筒型電池を例に挙げて説明したが、ラミネートフィルムで
外装された電池や角型電池、コイン型、ボタン型等の形状を有する電池が二次電池１ａと
して用いられてもよい。
【符号の説明】
【０１１６】
　１・・・組電池
　１ａ・・・二次電池
　２ａ・・・充電制御ＦＥＴ
　２ｂ・・・寄生ダイオード
　３ａ・・・放電制御ＦＥＴ
　３ｂ・・・寄生ダイオード
　４・・・スイッチ部
　５・・・保護回路
　６・・・ヒューズ
　７・・・電流検出抵抗
　８ａ，８ｂ・・・温度検出素子
　９・・・識別抵抗
　１０・・・ＣＰＵ
　１１・・・電圧測定部
　１２・・・マルチプレクサ
　１３・・・電流測定部
　１４・・・ＦＥＴ制御部
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　１５・・・演算部
　１６・・・タイマ
　１７・・・メモリ
　１８・・・温度測定部
　２０・・・電池パック
　２１・・・正極端子
　２２・・・負極端子
　２３，２４・・・通信端子
　２５，２６・・・接続端子
　２７・・・回路基板
　２８・・・外装ケース
　２８ａ・・・下ケース
　２８ｂ・・・上ケース
　２９・・・開口部
　３１・・・電池缶
　３２，３３・・・絶縁板
　３４・・・電池蓋
　３５・・・安全弁機構
　３５Ａ・・・ディスク板
　３６・・・熱感抵抗素子
　３７・・・ガスケット
　４０・・・巻回電極体
　４１・・・正極
　４１Ａ・・・正極活物質層
　４１Ｂ・・・正極集電体
　４２・・・負極
　４２Ａ・・・負極活物質層
　４２Ｂ・・・負極集電体
　４３・・・セパレータ
　４４・・・センターピン
　４５・・・正極リード
　４６・・・負極リード
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